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文化庁参事官（文化拠点担当）付

博物館支援調査官 中尾 智行 様

１．開会のご挨拶
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本説明会の趣旨・目的
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⚫ 本事業における支援内容とともに、本事業の位置づけについても説明いたします。

⚫ 博物館または博物館関連団体等／専門家／事務局の役割と関係性を明確
にいたします。

⚫ 専門家派遣フローを説明し、各フェーズにおける注意点や必要な作業等につい
てもご説明いたします。

２．本説明会の趣旨・目的

本事業における応募開始を前に、各博物館の皆様に本事業を
正確に理解していただくことが最大の目的

6
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２．本説明会の趣旨・目的

博物館に求められる役割の多様化・高度化を受け、博物館法が
改正され、博物館運営は転換期に

⚫ デジタル・アーカイブ化が博物館事業に

⚫ 文化観光への寄与が努力義務化

⚫ 博物館登録制度の設置要件緩和 等

博物館に
求められる役割が
多様化・高度化

博物館を巡る国内動向

⚫ 「文化をつなぐミュージアム」として社会的・地域的課題と
向き合うための場（ICOM京都大会）

国際的な潮流

⚫ まちづくり・国際交流、観光・産業、福祉等の関連機関との連携
（文化芸術基本法）

⚫ 地域文化財の計画的な保存・活用の促進（文化財保護法）

⚫ 文化観光拠点施設としての役割（文化観光推進法）

博物館法の改正
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２．本説明会の趣旨・目的

博物館が求められる役割を果たすうえでは、担い手となる学芸
員や博物館職員の皆さまの新たな知見・ノウハウの獲得が急務

• 専門的な人材を確保するための予算不足
• 学芸員志望者の減少
• 業務多忙で新たな知見を学ぶ機会確保が困難

博物館の機能強化を目指し、博物館
現場に各分野の専門的人材を派遣

実証研究を通じて、専門的人材育成
における成果と課題を検証

➢ 役割を果たすための技術や知識を
持った人材が必要

➢ 担い手となる学芸員や博物館職員
の新たな知見の獲得が急務

博物館に
求められる役割が
多様化・高度化

博物館における
新たな知見の獲得
や人材育成の困難



本事業の内容
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３．本事業の内容

本事業は、専門家派遣による博物館支援の有効性検証や課題
識別を行う実証検証事業という位置づけ

出典：文化庁HP 令和6年度全国博物館長会議（第31回）資料「これからの博物館に求められる役割」

目的

博物館の役割が多様化、高度化している現状において、その役割を果たすための技術や知識を持った人材が不足してい
ることが課題となっているため、学芸員等の資質向上を図るため、博物館の現場に各分野の専門的人材を派遣し、実証事
業を通じ博物館における多様な専門的人材養成の調査を行う。
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本事業で取り組むべきこと

• 全国の博物館の多くは、前述のとおり、人員、予算や課題解決に必要なノウハウの不足、またその不
足からくる学芸員の慢性的な業務多忙などを理由として、課題を認識しながらも真正面から取り組
むだけのリソースが無いというジレンマに陥っています。

• そこで、自ら課題を認識しながらも人員、予算やノウハウ不足などの理由により取り組めていない博物
館に対して、その課題解決の専門家を本事業において派遣し、館の主体的な取り組みに対して伴
走しながらの支援を実施いたします。

11

３．本事業の内容

全国の博物館が抱えている館毎の課題に対応可能な専門家を
派遣し、伴走型の支援を実施

①館が主体的に行う課題解決を伴走支援する専門家の派遣を依頼

②事務局がニーズに
マッチした専門家へ
派遣調整

③マッチングした専門
家は伴走支援として
助言・指導

文化庁/事務局

専門家

専門家 博物館関連団体

博物館
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３．本事業の内容

本事業での課題解決の主体を専門家ではなく博物館側とするこ
とで、本事業後も各館での継続的取組が可能

本事業を実施していく上で最も注意するポイント

• 本事業を一過性のものとしないためには、派遣を受け入れた各博物館において、専門的な知見や技
術の獲得による人材養成が進むことが何より重要であるものと考えています。

• そのため、本事業において派遣される専門家の役割はあくまで伴走支援であり、専門的な知見や技
術の共有です。各館における課題解決の主体は博物館であり、専門家による伴走支援をうけること
で、いわばＯＪＴ（On The Job Training）のように人材育成を促進することが目的です。

専門家が
派遣される

内部人材に経験や
知見が蓄積されない

内部人材に経験や
知見が蓄積

専門家に任せきり

課題解決を… 本事業後の継続性は…

館の魅力がさらに
向上していく

博物館主体で行い、
専門家は伴走支援

館独自の取組実施は困難

知見の獲得による
自主的な取組・運用と適切な

外部発注
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飛騨みやがわ考古民俗館名称

• 民間の任意団体関係者が博物館資料のデジ
タル化を進めていたが、飛騨市でオープンデータ
化を進めることになり、活用のあり方について見
直す必要が生じた

• 公開されている情報の使用ポリシーや責任の
所在等の検討が十分ではなかった

課題

• 総務省地域情報化アドバイザー制度で、DX
に関する専門家を3日間受け入れ、オープン
データ化に向けての支援を受けた

支援概要

画像：飛騨市提供

所在地 岐阜県飛騨市

来場者数

館種

753名（2022年）

郷土

設置者 市町村

法区分 博物館類似施設

３．本事業の内容

先行事例：博物館法改正に伴い新たに博物館事業として位置
づけられた「博物館資料のデジタルアーカイブ作成と公開」に資
するテーマ
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• 1日目：2022年6月
市職員2名でオープンデータ化に関するオンライン講義を受け、博物館
の現状について共有した

• 2日目：2022年11月
市職員と、オープンデータ化の作業を進めていた民間の任意団体関係
者が参加し、オープンデータ化を進めるために必要な事柄を対面の講
義で学ぶ

• 3日目：2023年2月
講義を受けて、今後の施策を市職員が検討し、専門家と議論を行っ
た

①支援の内容（詳細）

• 支援開始前にデジタルアーカイブを取り巻く現状（データ分量、形式、
データ保有者、著作権の状況等）を整理した

• 2回目の講義の内容を踏まえて、オープンデータ化に関して市が目指す
べき方向性について検討・議論を重ねた

②博物館側が
取り組んだこと

３．本事業の内容

先行事例：博物館法改正に伴い新たに博物館事業として位置
づけられた「博物館資料のデジタルアーカイブ作成と公開」に資
するテーマ
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③支援を受けて得られた
直接的な効果

• オープンデータ化を進めたことで、オンライン上で閲覧した資料を実際に
見てみたいと入館者数が市町村合併後の直近20年で最高となった

• 取り組みを博物館関係者や行政に評価され、市の中で博物館に対す
る評価が向上し、予算を獲得しやすくなった

• 予算を付けられたことで、インターネット回線敷設が実現し、IoTを利
用した無人開館、収蔵物の多言語AR解説表示等を外部企業の
サービスを活用して実現することができた

④支援を受けて得られた
間接的な効果

• オープンデータ化をどのような道筋を経て進んでいくべきか、検討・実施
すべき事柄を明確にすることができた

• 事業応募時に博物館側で課題が明確になっていた
• 担当者が事前準備や、講義を受けての検討を丁寧に行っていた
• 文化財のデジタルアーカイブ化の知見を有する専門家が派遣された
• 市として、担当者の意思を尊重して挑戦させてくれる風土があった

⑤成功のポイント
（事務局分析）

３．本事業の内容

先行事例：博物館法改正に伴い新たに博物館事業として位置
づけられた「博物館資料のデジタルアーカイブ作成と公開」に資
するテーマ
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３．本事業の内容

各館における主体的な課題解決に向けた取り組みを伴走支援
することができるように事業を設計

項目 内容 詳細

事業期間 2024年10月中旬から2025年2月末まで P.17

募集期間 2024年9月15日（日）から2024年9月29日（日）まで P.17

支援
スキーム

（該当ページを参照） P.18
-19

支援テーマ
①デジタルアーカイブ、コンテンツ造成支援、知識・技術の提供
②展示や広報発信の改善を行うための支援、知識・技術の提供
③ファンドレイジング活動支援、知識、技術の提供

P.20
-23

対象館

博物館等…30施設
➢ 館種・規模は問いません。

博物館関連団体等…５団体
➢ 地域の博物館協会や館種別団体・ネットワーク、または複数の館と連携した地域の中核的な位置づけを担う館（中核館）が対象
➢ 加盟または連携する博物館に対する全体的な研修の実施や、各館における伴走支援について取りまとめを行うことを想定しています（ただし研

修実施等だけでは不可）

P.25

レベル 解決に向けて高い専門性を必要とするものから汎用的なノウハウで足りるものまで幅広く想定 P.26

支援日数

博物館等
➢ １施設最大３日間まで派遣可（現地派遣のほか、オンラインでの支援も含みます）

博物館関連団体等
➢ １団体最大15日間まで派遣可（現地派遣のほか、オンラインでの支援も含みます）

P.27

派遣人数 原則１名（例外的に複数名の場合もあり） P.28

費用負担 専門家派遣に関する費用は本事業主体が負担 （※博物館側に費用負担は生じない） P.29
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３．本事業の内容

本説明会終了後ただちに募集開始し、10月中旬から２月末まで
を事業期間として本事業を実施

2024（令和６）年

9/12（木） 説明会開催

9/15（日） 事業募集開始

9/29（日） 事業募集終了

9/30（月） マッチング開始

10/14（日） マッチング終了

10/15（月） 派遣支援期間開始

2025（令和７）年

２/28（金） 派遣支援期間終了

３/31（金） 報告確認手続き終了

必要に応じて追加のヒアリングを実施

年度内完了が必須のため期間厳守

事業用HP上に登録用URLを貼付

本事業における想定スケジュール スケジュールの留意点
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３．本事業の内容

博物館に専門家を派遣し、博物館側が主体的に課題解決して
いく取組に対して、専門的知見に基づくアドバイスや指導を実施

博
物
館
等
へ
の
支
援

支
援
の
全
体
像

伴
走
支
援
の
内
容

博物館に対する伴走支援の具体的イメージ

• 本事業で各館が抱える課題を解決する主体は博物館の皆様です。

• 各テーマの専門家は、博物館が自ら実施する課題解決に向けた取組に伴走し、各館の現状を
踏まえて専門的知見に基づいてアドバイスや指導を実施いたします。

例）収蔵品のデジタルアーカイブ化に向けて、一般的に注意すべきポイントに加えて館の現状

を踏まえた作業手順等のアドバイスを受けて、館自身でロードマップを作成していく

• 伴走支援を受けることで、専門家が課題解決を行う場合と比して、博物館の学芸員や職員等が
課題解決に継続的に取り組むためのノウハウとスキルを習得することが可能
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３．本事業の内容

博物館関連団体等に専門家を派遣し、同団体を通じて、加盟ま
たは連携する館に対して、専門家の派遣及び集合研修を実施

博
物
館
関
連
団
体
等
へ
の
支
援

支
援
の
全
体
像

伴
走
支
援
の
内
容

博物館関連団体等に対する伴走支援の具体的イメージ

• 本スキームでも各館が抱える課題を解決する主体は博物館の皆様です。

• 各テーマの専門家は、博物館関連団体等に派遣されたうえで、以下の支援を実施します。

①加盟または連携する館が自ら実施する課題解決に向けた取組に伴走し、各館の現状を

踏まえて専門的知見に基づいてアドバイスや指導（例は博物館と同様）

②中核館に加えて加盟または連携する館まで含めた集合研修、ワークショップ*¹

• 伴走支援を受けることで、専門家が課題解決を行う場合と比して、博物館の学芸員や職員等が
課題解決に継続的に取り組むためのノウハウとスキルを習得することが可能

*¹ 博物館自身が自ら課題解決を行う取組への伴走支援が主対象であるため、②だけの実施は対象外
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３．本事業の内容

実証事業としての位置づけである本事業では、博物館の抱える
様々な課題のうち、３つのテーマに絞って専門家を派遣

デジタルアーカイブ、
コンテンツ造成支援、
知識・技術の提供

• 博物館におけるデジタル
アーカイブの作成やDXに
資するような整備、資料
の価値や魅力を伝える
ためのコンテンツ造成など
の取り組み

展示や広報発信の
改善を行うための支援、
知識・技術の提供

ファンドレイジング活動
支援、知識、技術の提供

• 博物館の持つミッションや
目的に沿った効果的な展
示や、観覧者の満足度を
向上させるための取り組み

• 博物館が有するコンテンツ
や魅力を最大限伝えるた
めに広報発信の改善を行
う取り組み

• 運営資金獲得方法の多
角化、特定事業の財源
獲得等を通して、博物館
活動の充実につなげるた
めの、戦略的かつ持続的
なファンドレイジングに関す
る取り組み

各
テ
ー
マ
に
お
け
る
具
体
的
な
内
容

テ
ー
マ
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３．本事業の内容

博物館におけるデジタルアーカイブ作成やDXに資するような整
備、資料の価値や魅力を伝えるためのコンテンツ造成を実施

派遣対象となる事業内容 主なカテゴリ 博物館の課題例

①デジタルアーカイブ、コ
ンテンツ造成支援、知識・
技術の提供

デジタルアーカイブの推進

多くの博物館において、資
料や目録のデジタル化が
進んでおらず、Webサイト
での公開やデータ連携が
不十分

デジタルアーカイブの基本的
な知見が不足している

データベースの構築・運用が
できていない

公開用サイトの構築・運用、
Japan search等のプラット
フォームとの連携ができてい
ない

著作権や肖像権等の知的
財産権の権利処理に関す
る知識が不足している

デジタルコンテンツの充実
デジタル技術を活用した新
しい鑑賞・体験モデルの構
築が十分に進んでいない

ICTを導入した新しい鑑賞・
体験モデルの企画ができてい
ない
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３．本事業の内容

博物館のミッションや目的に沿った効果的な展示企画や、コン
テンツ・魅力を最大限伝えるための広報発信の改善を実施

派遣対象となる事業内容 カテゴリ 博物館の課題例

②展示や広報発信の
改善を行うための支
援、知識・技術の提
供

展示の改善

博物館のミッションや目的
に沿った、効果的な展示
や来館者の満足度を向
上させる取組等の企画・
運営が十分にできていな
い

展示資料が持つ多様な価値や魅力を来館
者に分かりやすく提供できていない

情報の取捨選択や、多様な来館者視点で
「翻訳」するノウハウが不足している

ワークショップイベント等の改善や企画・運営、
評価検証についての知見が不足している

広報の改善

博物館が有するコンテンツ
や魅力を最大限伝えるた
めのコンテンツ作成や広報
発信が十分にできていな
い

広報全般に関する知見が不足している

インターネット・SNSを通じた広報や交流活
動が十分にできていない

テレビやラジオなどその他のメディアに適した広
報活動が十分にできていない
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３．本事業の内容

運営資金獲得方法の多角化・特定事業の財源獲得等を通して、
博物館活動の充実に繋げるためのファンドレイジングを実施

派遣対象となる事業内容 カテゴリ 博物館の課題例

③ファンドレイジング活動
支援、知識・技術の提供

支援の取り付け

個人からの支援を十分に獲
得できていない

通常寄付や友の会等のメン
バーシップ会費など個人から
の支援を十分に獲得できて
いない

民間企業からの支援を十
分に獲得できていない

民間企業からの運営支援や
協賛等のスポンサードを十分
に獲得できていない

持続的な資金獲得
ファンドレイジングの各手法
の理解と、戦略的かつ持続
的な実施ができていない

クラウドファンディングなどの取
組が単発的になってしまう
ふるさと納税の活用が十分に
行われていない
遺贈寄附に繋げていくような
支援者育成が十分に行われ
ていない
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３．本事業の内容

採択後は、初回面談まで事務局がセッティングし、その後は専
門家と博物館の両者で伴走支援を実施

支援 事業終了後初回顔合わせ

➢ 支援を受ける

• 現地での支援を想定しているが、オンラ

インでも実施可（ただし全日程オンライ

ンは不可）

• 課題解決の主体は博物館であり、専

門家は伴走支援として助言・指導を行

う

• 日程調整は博物館と専門家が直接や

り取りを行う

• 事務局は専門家からの報告等により進

捗状況を把握

➢ 養成人材による課題対応

• 専門家の伴走支援により養成された人

材によって、本事業終了後も継続的・

自主的に課題解決に取り組むことができ

る

➢ アンケート・報告書等対応

• 実証検証事業である本事業の性質を

踏まえ、専門家及び各館へヒアリング等

を実施

内
容

➢ 専門家と博物館、事務局の三者による
打ち合わせ

• 原則オンライン

• 日程調整は事務局で実施

• 館のニーズと専門家の知見がマッチングし

ていることを参加者で確認し、今後の支

援の具体的な流れやイメージを共有する

ことが目的
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３．本事業の内容

本事業では、個別の博物館単位と、博物館協会等や地域の中
核館単位の２種類が対象

博物館関連団体

• 地域の博物館協会や館種別団体・ネッ
トワーク、または複数の館と連携した地
域の中核的な位置づけを担う館（中核
館）が対象

• 加盟または連携する博物館に対する全
体的な研修の実施や、各館における伴
走支援について取りまとめを行うことを想
定しています（ただし研修実施等だけで
は不可）

博物館

３０施設

• 館種・規模は問いません。

５団体

区
分

数

備
考
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３．本事業の内容

各テーマにおいて博物館側から寄せられる課題にはレベル感に
差が出てくるものと認識しており、幅広くニーズをくみ取る想定

基礎

各テーマで博物館側が
抱える課題（仮説）

応用

事務局においてこれら
の課題を構造化し、必
要に応じて追加のヒア
リング等を実施

▼

各館の現状や課題に
関するレベル感の差を
踏まえた正確なニーズ
把握を行う

デジタルアーカイブ、
コンテンツ造成支援、
知識・技術の提供

展示や広報発信の
改善を行うための支援、
知識・技術の提供

ファンドレイジング活動
支援、知識、
技術の提供

➢ ICTを導入した新たな体験
教育モデルの開発

➢ データの扱いや整理に関する
知識の不足

➢ 価値と魅力を深く理解しても
らうための館全体の観覧体
験の検討

➢ 来館者視点の不足

➢ 支援者養成も含めた多角
的な運営資金獲得のための
戦略策定

➢ ファンドレイジングなど資金調
達に関するに関する一般的
な知識やノウハウの不足

➢ デジタルアーカイブ化のシステ
ム導入・運用に向けた仕様
策定が困難

➢ 興味を引き、わかりやすくす
るための展示解説等の改善

➢ 既存のサービスや制度（クラ
ウドファンディング、ふるさと納
税等）の効果的活用
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３．本事業の内容

実証事業でもある本事業では、博物館向けは３日間、博物館関
連団体等は15日間を派遣上限日数とし、１日あたり７時間稼働

種類 派遣日数 派遣時間

博物館
1施設最大3日までの専門的人材派遣が可能

- 1回で複数人の専門家を派遣する場合は、派遣した人数分を派遣回数
（日数）として計上

１日あたり
最大
７時間

博物館関連団体等

1団体最大15日までの専門人材派遣が可能

- 1回で複数人の専門家を派遣する場合は、派遣した人数分を派遣回数
（日数）として計上

-加盟または連携する館へ専門家を派遣する場合には、１施設当たり最大
３日を目安として派遣するとともに、１つの館ではなく複数以上の館へ派遣
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３．本事業の内容

派遣される専門家は原則１名（ケースによっては複数人の場合も
あり）とし、支援途中での専門家の交代は不可

⚫ 派遣専門家による支援の実効性を高めるために、支援期間を通じて原則１名
で派遣することを想定しています。

⚫ 複数人の専門家を派遣した場合の方が、効率的かつ効果的に課題解決する
ことができる場合は、この限りではありません。
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＜参考＞派遣される専門家の主な業種と専門スキル

※あくまでもイメージであり、実際に各館に派遣される方とは異なる場合がありますのでご注意ください

デジタルアーカイブ、コンテンツ造成
支援、知識・技術の提供

展示や広報発信の改善を行う
ための支援、知識・技術の提供

ファンドレイジング活動
支援、知識、技術の提供

テ
ー
マ

主
な
業
種

• デジタルアーキビスト
• デジタルアーカイブ事業者

等

• 各種メディア関係者
• コピーライター
• 展示制作に関する事業者

等

• ファンドレイザー
• クラウドファンディング事業者

等

専
門
ス
キ
ル

• 資料をデジタル化して保存
する専門知識を持つ人材

• 博物館が有する魅力や価
値をデジタルコンテンツ化して
いくための人材

• 資料の価値や魅力を伝える
解説等の改善や、映像・音
声コンテンツを作る専門知
識を持つ人材

• 活動の充実のためのファンド
レイジングやパブリックリレー
ションズの専門知識を持つ
人材
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３．本事業の内容

専門家の派遣に必要となる諸経費は事務局において負担する
ため、博物館側において受け入れに関する経費負担なし

⚫ 専門家派遣に必要となる諸経費（謝金、交通費、宿泊費）については、事
務局が専門家とやり取りをして支払うため、博物館側での経費負担はありませ
ん。

⚫ 事務局での精算手続き時に、各館の皆様に内容のご確認をいただくことがあ
る点について、ご協力をよろしくお願いいたします。

⚫ 上記諸経費以外は本事業の経費対象外ですが、ご不明な点がある場合には
事務局までお問い合わせください。



応募方法
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４．応募方法

マイクロソフトフォームにより応募していただき、館特有の課題に
即した専門家をマッチング

応募概要 内容

目的 主体的な課題解決に伴走支援する専門家の派遣を希望する博物館から、応募選定及び専門家
とのマッチングに必要な情報を収集するため

方法 マイクロソフトフォーム
• 本事業用HPに「応募」ページを新設し、当該ページにURLを貼付する予定

時期 ２０２４年９月１５日（日） から ２０２４年９月２９日（日） まで

備考 応募後に、事務局において選定作業を実施し、事業開始までに採択の可否をご連絡いたします。

応募に向けた
館内意思決定

応募フォームに
記載し応募

選定
マッチング

支援開始応募の流れ

博物館 博物館 事務局

※事業用HPバナー 更新予定
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４．応募方法

応募に際しては、各館/団体単位での申請とし、原則１テーマ
（複数の場合は優先順位付け）を選択

留意事項 内容

応募対象 博物館及び博物館館関連団体が対象となります。詳細は本資料ｐ.25をご確認ください。

申請単位 博物館及び博物館館関連団体等いずれの場合であっても、それぞれの施設/団体単位での申
請をお願いいたします。なお、重複申請となった場合には、実証事業という本事業の性質も踏ま
えて、事務局において判断させていただきます。

NG例）A博物館のB課、C課からそれぞれ申請を行う

テーマ選択 １館/団体１テーマでの申請をお願いいたします。
• 複数テーマを希望される場合には、優先順位をつけていただきます。
• 全体の選定状況により、必ずしもご希望に添えない場合がある点についてはご了承ください。
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４．応募方法

応募選定及び専門家とのマッチングに必要な情報を正確に把
握する必要があるため、自由記入欄への丁寧な記入が重要

特
に
重
要
と
思
わ
れ
る
自
由
記
入
欄
に
お
け
る
記
載
の
考
え
方
に
つ
い
て

項目 細目 記載にあたっての留意点／記載イメージ
支援を受けたい内容 現状・課題 • 選択したテーマに応じて、各館における現状と課題をご記入ください。

• 適切な支援につなげていくためにも、できる限り課題を明確かつ詳細にご記入ください。

※テーマ①については、現在の目録の状況、アーカイブ化したい資料の種類等まで詳細に
ご記入ください。

希望する支援内
容・支援への期待

• 館のニーズを正確に把握することで適切なマッチングにつなげていくため、館の課題解決の
ために必要と思われる支援内容をできる限り明確かつ詳細にご記入ください。

本業務に関わる体制 人員 • 本事業における課題解決の主体があくまでも館にあることを踏まえ、実際に課題解決を行
う博物館側の人員体制についてご記入ください。

• 運営を指定管理者やPFI事業者が担当している場合はその旨もご記入ください。

記入例：学芸員1名が他の業務と兼務して担当、学芸員3名で分野ごとに担当、
専門スタッフ1名が担当、担当者不在

博物館の
担当者のスキル

• マッチングや実際の支援を行うにあたり必要となる博物館担当者の現時点でのスキルにつ
いて、できる限り正確にご記入ください。

記入例：エクセルでの基本的なデータ管理は行えるが、高度なことはできない

専門家や
派遣日程等の制約

N/A • 専門家に関して特定のスキルやノウハウなどのご要望がある場合や、応募時点で専門家
受け入れが難しい月等をご記入ください。
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４．応募方法

実証検証事業である本事業の性質を踏まえ、支援終了後にア
ンケート、ヒアリングなどを行うことを予定

留意事項 内容

事後ヒアリング 本事業は、博物館の機能強化を目指し、博物館現場に各分野の専門的人材を派遣して伴
走支援を行う実証研究事業です。本事業を通じて、専門的人材育成における成果と課題を検
証し取りまとめるために、事後にヒアリングを実施することがございます。ヒアリングを依頼させていた
だいた際には、本事業の性質に鑑み、ぜひともご協力をお願いできれば幸いです。

その他 マイクロソフトフォームでの申請が難しい場合には、事務局までご連絡ください。
代替となる申請方法について別途お知らせいたします。
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＜参考＞実際の応募フォーム画面のイメージ

※あくまでも現時点のイメージであり、内容に変更がある可能性もありますのでご留意ください。



質疑応答
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5．質疑応答

38

⚫ご質問がある方は、Teamsの「手を挙げる」機能を使用してくださ
い

⚫事務局より指名された方は、博物館名/博物館関連団体名とお
名前をお伝えいただいたうえで、質問を始めてください

⚫多くの方が参加されているため、質問は簡潔にお願いいたします

⚫重複した質問は避けていただきますようご協力をよろしくお願いいた
します
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